
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９．業務及び調査研究報告 
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９．１  総務企画課  
 

 総務企画課では、研究所の庶務部門として、予算の執行、財産管理、施設・設備の維持修繕、職員の

研修、防火管理、安全衛生の推進等の業務を行っている。 

 

１．所内会議の運営 

所内の重要事項に対する企画調整及び方針決定

を行う機関として企画調整会議を設置しており、

その事務局を担当している。この会議には、所内業

務の推進と各種課題の検討を行うために、企画部

会、広報部会、情報部会及び危機管理部会を置いて

いる。各部会は、担当業務を推進すると共に、課題

に対して調査検討を行い企画調整会議に報告した。     

企画調整会議は、毎月定例の会議12回と臨時の

会議を１回開催し、各種の事業等の推進のために

その役割を果たした。 

また、人権・同和問題職場研修、安全衛生委員会

及び研究所周辺の環境整備を職員で行うなど所内

の研修・健康管理及び快適な職場環境づくりに努

めた。 

 

２．庁舎修繕、改修 

現庁舎は、移転新築されてから40年以上経過し、

修繕や改修が必要となってきた。そのため、一覧表

のとおり改修工事を行っている。 

 

３．広報 

(1) ホームページによる情報発信 

研究所の最新情報、調査研究課題などを電子媒体で

提供した。 

(2)  保環研だよりの発行 

研究所のタイムリーな話題や情報、調査研究の状況

などを分かりやすく提供するために、たより（No.175～

177号）を発行した。 

(3)  島根県保健環境科学研究所報(年報)の発行 

研究所の沿革、組織、決算、研修、検査、業務、調

査研究など所の活動全般についての前年度実績報告書

(所報 2023)を発行した。 

 

４．保健・医療統計 

平成29 年度から保健・医療統計に係る業務の一部

が健康福祉総務課から当所に業務移管され、令和 6

年度は次の業務を実施した。  

(1) 衛生行政報告例（年度報・隔年報） 

厚労省は、衛生関係諸法規の施行に伴う都道府県、指定

都市及び中核市における行政の実態を把握し、国及び地 

 

 

方公共団体の衛生行政運営のための基礎資料を得る目

的で本報告を実施している。当所は、島根県版の報告作成

にあたり、本庁関係各課・各保健所へ通知、集計・確認・

審査を実施し、厚労省にオンライン報告をした。 

なお、年度報は毎年、隔年報は1年毎に実施している。 

【令和6年度対象報告数と締切】 

年度報：52表（R7.5月末） 

隔年報：12表（R7.2月末） 

(2) 地域保健・健康増進事業報告 

厚労省は、地域住民の健康の保持及び増進を目的と

した地域の特性に応じた保健施策の展開等を住民主体

である保健所及び市町村ごとに把握し、国及び地方公

庁舎修繕改修工事一覧表

年度 改　修　場　所 工事費

（平成21年度以前　省略） (万円)

H22 電気設備取替工事 300

原子力環境センター棟自動消火設備改修工事 100

23 特殊排水処理施設修繕 100

24 冷温水発生機真空対策等工事 200

特殊排水処理施設修繕 200

25 スクラバー(３階用)オーバーホール 200

特殊排水処理施設修繕 200

26 特殊排水処理施設修繕 100

スクラバー(１階用、２階用)修繕 200

非常用自家発電設備修繕 100

27 保健環境科学研究所(本館)耐震補強工事 18,700

地下重油タンクFRPライニング修繕 200

消火栓ポンプユニット取替修繕 200

有害物質含有排水用貯留タンク等改修工事 100

玄関屋根設置工事 700

28 誘導結合プラズマ質量分析装置修繕 200

動物舎柵撤去工事 100

５階男子便所改修工事 100

29 冷温水ポンプ更新工事 100

南東側フェンス取替工事 100

30 電話交換設備更新工事 200

２階事務室床改修工事 100

側溝改修、ELVピット止水工事 100

R1 本館屋上防水外改修工事 3,500

１階排煙設備改修工事 100

R2 ４階安全実験室・遺伝子検査室増設工事 29,100

R3 本館屋上防水外改修工事 3,200

１階排煙設備改修工事 13,500

R4 本館、動物舎棟外壁改修工事 6,700

※工事費　概数（１００万円未満を四捨五入）
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共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のため

の基礎資料を得る目的で本報告を実施している。主な

内容は、母子保健、健康増進、歯科保健、精神保健福

祉、職員の配置等の地域保健事業と健康教育、健康診

査、歯周疾患検診、がん検診等の健康増進事業（健康

増進法第17条第1項及び第19条の2）である。 

当所は、各保健所、各市町村へ報告依頼をし、各保

健所・各市町村から厚労省へのオンライン報告に対し

て、確認・審査し、厚労省に報告した。 

なお、中核市である松江市は県を通さずに、直接厚

労省から指示を受けて調査・回答を行っている。 

【令和6年度報告数と締切】 

保健所：19表、市町村：53表（R7.6月末締切） 
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９．２  調査研究の企画調整 

 

  保健、環境に係る調査研究、試験検査、研修及び情報機能の充実、強化を図り、県政の課題及び求められる行

政ニーズ等に対して迅速、的確に対応していくため、所内や関係機関等との連携を密にして企画及び調整を行っ

た。 

 

１．調査研究評価 

(1) 評価制度 

当所では、調査研究の評価における透明性、客観

性、公平性を確保して、総合的で効果的な調査研究

の推進を図り、調査研究成果の確認と活用までも対

象とする調査研究評価制度が平成12年度に導入され

た。 

現在、本制度は外部評価と内部評価で成り立って

いる。外部評価は保健環境科学研究所・原子力環境

センター調査研究課題等検討委員会（以下、「外部評

価委員会」という。）が実施している。本委員会は健

康福祉部長を委員長、環境生活部次長を副委員長と

し、行政委員として関係課長、保健所長会代表等の

行政関係者、外部評価委員として保健部門２名、環

境部門２名及び県民代表２名の有識者で構成され

る。委員会は年１回開催され、県民ニーズ及び行政

ニーズを的確に踏まえた調査研究課題の評価を行っ

ている。 

一方、内部評価は、外部評価委員会に先駆けて年

１回開催される調査研究課題等所内検討会（以下、

「所内検討会」という。）により実施される。所内検

討会には関係各課の課長補佐等がオブザーバーとし

て参加している。 

評価は、調査研究評価実施手順書に基づき実施し

ており、研究に着手する前の事前評価、研究の中間

年度に実施する中間評価（一般研究のみ）、研究終了

後の事後評価、研究終了から一定期間経過後の追跡

評価を行う。 

研究には、行政課題について行う一般研究、研究

所で先行的に実施する自主研究、受託研究、助成研

究及び、その他研究がある。 

(2) 外部評価委員会等の開催 

・外部評価委員会 

令和６年９月３日（火）サンラポーむらくも 

・所内検討会 

令和６年７月29日（月）当所 

(3) 令和６年度の調査研究課題 

令和６年度は、新規に取り組む課題が４課題であ

り継続して研究している11課題と合わせ合計15課

題に取り組んだ。（表１） 

 

２．全国協議会 

地方衛生研究所全国協議会（地全協）及び全国環

境研協議会（全環研）の会員として、様々な会議や

研修会等での情報収集や発信に努めるなど、関係機

関との連携を密にしている。 
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表 1   令和６年度 調査研究課題  15題（新規 ４題、継続 11題） 

新規・継続 研究区分 研   究   課   題 

新規 

一般 

田んぼダムによる汚濁負荷量低減効果の検討 

植物プランクトンDNA調査 

自主 

新興腸管感染症細菌エシェリキア・アルベルティイの検査体制構築に関する研究 

下水中の病原体検出方法と取得データの活用方法の検討に関する研究 

 

新規・継続 研究区分 研   究   課   題 

継続 

一般 

健康寿命延伸に影響を及ぼす要介護原因疾患の分析と社会的要因の考察 

モデル地区活動の横展開に向けて、活動プロセスの促進・阻害要因の分析に関する

研究 

島根県の地域ごとの食生活の見える化に向けた研究 

アオコ発生・継続に関与する環境因子の解明に関する調査 

管理型最終処分場での廃棄物の埋立処分における窒素に着目した管理手法に関する

研究 

自主 

県内流通している魚介類の寄生虫汚染実態と病原性の解析 

カンピロバクターの迅速遺伝子型別法の実用化に関する研究 

次世代シーケンサーによる病原菌の全ゲノムシーケンスとデータ解析手法に関する

研究 

ダニ媒介病原体の分子疫学研究 

光化学オキシダント及びPM2.5の生成に関連する炭化水素類等の挙動把握に関する

研究 

隠岐島における大気粉塵のモニタリングに関する研究 
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９．３ 検査等の事務の管理（Good Laboratory Practice:以下ＧＬＰと略す） 

県の食品衛生検査施設である浜田保健所（微生物学的検査）及び保健環境科学研究所（微生物学的検査）の

信頼性確保部門責任者として、試験検査の信頼性が適正に確保されるよう、内部点検及び精度管理（内部・外

部）を計画的に実施するとともに、より精度をレベルアップするため関係機関等との連携を密にしたＧＬＰの

推進に努めた。 

 

１．内部点検、精度管理の実施 

(1) 内部点検（２施設） 

 内部点検実施要領に基づき、各検査施設における施

設、機器等の管理や保守点検の実施、検査の操作や検

査結果の処理、試験品及び試薬等の管理状況等を重点

的に点検し、不備施設に対しては改善措置を指摘した。 

1) 点検回数等 

第１回：９月、第２回：３月 

2) 改善措置の指摘状況     （指摘施設） 

検査室等の管理       （０施設） 

機械器具の管理       （１施設） 

試薬等の管理        （２施設） 

有毒な又は有害な物質及び 

危険物の取扱        （０施設） 

試験品の取扱        （０施設） 

検査の操作等        （０施設） 

検査等の結果の処理     （１施設） 

試験品、標本、データ等の管理（０施設） 

その他業務管理に必要な業務 （０施設） 

(2) 内部精度管理（微生物学的検査） 

 実施機関：保健環境科学研究所 

 菌液作成時５回以上繰り返し試験（一般細菌数、大

腸菌群数等）は、概ね良好な結果であった。 

 通常の試験毎に行う検査（一般細菌数、大腸菌群数

等）は、概ね良好な結果であった。また、陰性対照と

培地対象の陰性確認は、良好な結果であった。 

(3) 外部精度管理（微生物学的検査） 

 財団法人食品薬品安全センターが実施する食品衛

生外部精度管理調査（微生物学調査）に参加した。 

 参加機関：浜田保健所、保健環境科学研究所  

1) 検査項目［見立て食材］  

(a) 一般細菌数測定検査        ２施設 

検体：ゼラチン基材[氷菓] 

(b) 大腸菌群検査               ２施設 

検体：ハンバーグ[加熱食肉製品(包装後加熱殺菌)］ 

(c) E.coli検査          ２施設 

検体：ハンバーグ[加熱食肉製品(加熱殺菌後包装)] 

(d) 腸内細菌科菌群検査           ２施設 

検体：ハンバーグ[生食用食肉(内臓肉を除く牛

肉)] 

(e) 黄色ブドウ球菌検査        ２施設 

検体：マッシュポテト[加熱食肉製品(加熱殺菌後

包装)] 

(f) サルモネラ属菌検査         ２施設 

検体：液卵[食鳥卵(殺菌液卵)] 

2) 検査結果の評価（微生物学的検査） 

各検査は、いずれも良好な成績であった。 

  

２．検査実施機関試験検査精度管理検討会の運営 

 「検査実施機関試験検査精度管理検討会設置要領」の

規定に基づき、薬事衛生課、浜田保健所及び保健環境科

学研究所の関係職員等で構成される食品収去部会を設

置し、必要に応じて、協議を行うこととしている。 

 

３．ＧＬＰ組織体制 

 当所に関係するＧＬＰ組織体制及び標準作業書、関

係要領については次のとおりである。 

(1) ＧＬＰ組織体制 

1) 検査部門 

検査部門責任者：感染症疫学部長 

検査区分責任者：細菌科長（微生物学的検査） 

2) 信頼性確保部門 

信頼性確保部門責任者：総務企画部長 

(2) 関係要領 

検査実施機関試験検査精度管理検討会設置要領 

食品衛生検査等の業務管理要領 

内部点検実施要領 

精度管理実施要領（内部・外部） 

内部精度管理マニュアル（微生物学的検査） 

(3) 標準作業書等（ＳＯＰ） 

ＧＬＰ関係文書及び標準作業書に関する文書 

検査室等管理実施要領 

機械器具保守管理標準作業書 

試薬等管理標準作業書 

検査実施標準作業書 

試験品取扱標準作業書 

検査の標準作業書（微生物学的検査） 

培地等の調製に関する標準作業
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９．４ 島根県感染症情報センター 
 

地方感染症情報センターは、｢感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「感染症法」と

いう。）｣及び国の｢感染症発生動向調査事業実施要綱｣に基づき各都道府県等に設置されている。島根県では、｢島

根県感染症情報センター設置要領｣に基づき当所に島根県感染症情報センター（以下、「感染症情報センター」とい

う。）を設置し、｢感染症法｣に基づく｢感染症発生動向調査事業｣の的確な運用を図っている。 
 

１．感染症発生動向調査事業 

 1981 年(昭和 56 年)から開始された｢感染症サーベイ

ランス事業｣は、対象疾患数やシステムを充実・拡大しな

がら整備され、1999年（平成11年）４月１日からは｢感

染症法」に基づく｢感染症発生動向調査事業｣として、感

染症の発生状況を把握・分析し、情報提供することによ

り、感染症の発生及びまん延を防止することを目的に、

医師等医療関係者の協力のもと、国、都道府県及び保健

所を設置する市（特別区を含む。）が主体となって全国で

実施されている。 

(1) 対象疾患 

 

 新型コロナウイルス感染症は、2023年（令和５年）５

月８日に五類感染症に変更された。 

(2) 実施体制 

 各医療機関等から保健所経由で報告・提供される患者

情報、疑似症情報及び病原体情報を全国情報と併せて収

集・分析し、週報及び月報として県内の医療機関・市町

村・教育委員会等関係機関へＦＡＸ・Ｅメール等により

情報提供した。また、これらの情報は、島根県感染症情

報センターホームページで感染症対策に係る各種関係通

知・情報等とともに一般公開し、県民等への情報還元を

行った。 

(3) 感染症発生動向調査委員会の開催 

 県内における｢感染症発生動向調査事業｣の的確な運用

を図るため｢島根県感染症発生動向調査委員会｣（以下、

「委員会」という。）を設置している。 

 令和６年度は、7月と２月（書面審議）に開催。 

(4) 感染症発生動向調査システム(NESID)の運用 

 県域内のシステム管理者として、ユーザー管理及び技

術支援を行った。 

 

２．感染症対策に係る各種情報の提供・共有 

 国立感染症研究所ほか公的関係機関が発行するメー

ル等から国内外の感染症に関する情報を収集し、本庁及

び保健所等関係機関に提供して共有を図っている。 

 また、島根県医師会が実施主体となって行っている｢感

染症デイリーサーベイランス事業｣と連携し、発生動向に

係る情報を共有するとともに｢まめネット｣への情報提供

を行った。 
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 インフル/コロナ定点（内科・小児科） 38 11 (島根県保健環境科学研究所)

 小児科定点 23 6

 眼科定点 3 1

 基幹定点 8 8
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